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　平成２４年度の中期計画を踏まえ，教員教育国際協

力センター（以下「センター」という．）が「理数科教

育協力」，「ICT教育協力」及び「国際教育開発」の各
研究分野あるいは分野横断的に実施した「JICA及び
NGOなどの国際援助機関・団体等と提携協力し，引き
続き途上国の教育向上に資する人材を育成する」及び

「平成２２年度に完成した国際教育カリキュラムを活用

し，国際感覚を備えた人材育成に向けた活動を展開す

る」事業について報告する．

　なお，センターには現在，「理数科教育協力」「ICT
教育協力」及び「国際教育開発研究」の３分野が置か

れており（センター規則第５条），本要約においては，

２４年度の事業とこれらの分野との関連性についても

示している．本年度の実施事業概要を下表（表１）に

示す．

　

１．途上国の教育向上に資する人材の育成事業

　平成２４年度には，理数科を主体とした授業改善を

ねらいとし，計４件，延べ研修実施期間１１８日の途上

国（ケニア，アフガニスタン，大洋州及びフランス語

圏アフリカ諸国）の教育関係者（現職教員，校長，視

学官，教員トレーナー，中央政府及び地方教育行政官，

教員養成校教員等）を対象とする研修を（独）国際協

力機構（JICA）からの委託を受けて実施した．受け入
れた研修員の総数は６８名，研修委託費の総額は１７６３

万円であった．これらの研修は，全てが継続的に実施

されてきた研修であるので，過去の実績を生かした研

修プログラムの作成，実施，評価のみならず，実施後

のフォローアップ活動など，単なる研修に終わらずに，

教育現場への波及を見据えた研修の質の向上をはかっ

てきた．また，フォローアップ活動をソロモン，フィ

ジー等４カ国で実施し，現地調査をモザンビークで実

施した．さらに，専門家派遣事業としてアフガニスタ

ンでの実験実習指導にあたった．

　今後も研修受け入れ，フォローアップ，専門家派遣

等の要請の増加が見込まれることから（平成２４年度中

に数カ国の打診を受けている），研修実施関係者（セン

ター事務員及び教員，研修指導に当たるセンター教員，

国際教育コース教員，自然系コース（理科）及び同

（数学）の教員の負担増及び研修場所の確保が大きな課

題である．なお，本事業は，理数科教育協力と国際教

育開発の二分野の横断的な事業として位置付けられる．

　

２．国際教育カリキュラムを活用した、国際感覚を備
えた人材育成に向けた活動
　本年度は，以下の４件の活動を実施した．

①　センター事業の成果を活用した国際教育コースの
教育内容・方法の充実への支援
　本年度は，国際教育カリキュラムを活用したカリ

キュラムに基づいて指導を受けている国際教育コース

に所属するJICA長期研修生に関する指導及びその取
り組みについて，研修員４名による評価を実施した．

その結果，研究に対する教員の支援は４点満点中４点，

講義に関しては３.７５点であり，２年間を大変肯定的に
捉えている．研修成果としては，授業研究に関するス

キルが向上したと捉えていた．大学の講義を通じ科目

内容に対する理解が向上し，また国際教育開発の考え

方を深めることができたとしており，国際教育コース

の取り組みの成果が確認された．

②　ASPUnivネット（大学間ユネスコスクール支援
ネットワーク）関連事業：日本／ユネスコ　パート
ナーシップ事業
　本学は平成２２年度にユネスコスクール支援の為に

組織されたユネスコスクール大学間支援ネットワーク

（ASPUnivネット）に参加した．平成２３年度からは，セ
ンターが本学における実施主体として日本／ユネスコ
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パートナーシップ事業の四国地区における普及・啓発

を行った．平成２４年度は，ユネスコスクール・フォー

ラム，ユネスコスクール研修会，ユネスコスクールセ

ミナーなどの開催，及び加盟申請への支援等を学内教

員１名（人間形成コース　伴　恒信教授）とともに実

施した．その結果，本年度末で徳島県では４小学校，

幼児教育施設１園，香川県では小学校１校，高等学校

１校，愛媛県では小学校１校，高等学校１校，高知県

では小学校１校が加盟している．本事業は，国際教育

カリキュラムの骨子の一つである「我が国関係者の連

携強化」に関る事業として位置付けられ，センターに

置かれている３分野の基盤強化に資する事業として位

置付けられる．

　

③　「四国におけるユネスコスクール活動の充実と発
展をめざして」をテーマとした国際教育オープン
フォーラムの開催
　平成２０年度より継続的に開催してきた国際教育

オープンフォーラムを本年度は「四国におけるユネス

コスクール活動の充実と発展をめざして」をテーマと

して実施した．本フォーラムの第１部では，本学が本

年７月から８月にかけて実施した四国のユネスコス

クール活動の実態調査の結果について報告し，四国に

おけるユネスコスクールの現状を概観した．次に坂山

英治先生（高知県四万十町立七里小学校校長）から，

坂山先生御自身が従来から取り組んでいる国際理解教

育・開発教育とも関連させながら同校のユネスコス

クール活動の実践について，御講演をいただいた．第

２部のパネルディスカッションでは，第１部での報告

を踏まえながら，加盟校及び加盟申請校の担当教員に

よる各校の実践や実践への展望をそれぞれ発表してい

ただき，課題等について意見交換や協議を行うことを

通して，今後の四国におけるユネスコスクールの姿や

加盟促進への方向性を探った．

　本フォーラムは，国際教育カリキュラムの骨子の一

つである「我が国関係者の連携強化」に関る事業とし

て位置付けられるもので，四国四県の学校現場と連携

を強化する上で，有意義な事業であった．

④　学内外の機関・団体等との連携
　平成２４年度の事業は，学内教員（人間形成，理科

及び数学各コースの教員）及びJICA四国をはじめとす

表１　平成２４年度教員教育国際協力センター年間事業
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る学外国際援助機関・団体のほか，徳島県教育委員会

や学校など教育及び教育行政機関との連携により実施

し，さらに，その実施を通して連携を強化した．この

ような成果は，国際教育カリキュラムの骨子の一つで

ある「我が国関係者の連携強化」に関連するものであり，

センター業務の基盤強化に資するところが大きい．

３．その他の事業

　国際教育開発研究分野における研究の一環として，

本年度に南部アフリカ地域の農村部（ザンビア，モン

ボシ）において活動実績を有する非営利活動特定法人

TICOと連携し，教育における支援を行った．

表２．国際開発協力の教育に係る課題と本学の教育・研究目標及び運営方針との対応関係
（近森ほか，２０１２：鳴門教育大学国際教育協力研究）


